　　　　　　　　　　少人数私募債発行

1. 少人数私募債発行とは

社債の発行形態のひとつで、大企業が発行する一般社債は、一般公募をするが、少人数私募債は縁故者に限定して社債を直接発行する方法。

2. 少人数私募債の特徴

1 縁故私募債ともいわれ、社債購入者が50名未満で不特定多数の者に対する募集ではない。

2 社債購入者に銀行や証券会社などの金融プロがいない。

3 社債の1口の最低額が発行総額の50分の1より大きいこと。

4 5億円未満の起債なら無担保で、大蔵省への届出や告知義務が免除される。

5 銀行などの社債管理会社が不要で手数料や委託料がかからない。

6 適債基準に達しない企業でも発行可。

7 株式会社であること。

3. 少人数私募債発行のメリット

1 自己資本のように使え、さらに借り換えも可能

2 後払いの利払い形式で実質金利はぐんと低くなる

3 支払利息は税務上で経費扱いになる

4 不動産などの物的担保がなくても募集できる

5 社債購入者に対して決算書類の公開義務はない

6 銀行借入と違い拘束預金は必要としない

7 社長個人の借入金を社債に切り替えて税務上のトラブルを防止する

8 金融機関からの格付け評価が上がる

9 社債購入者は利回り有利な金融商品を取得できる

10 自社の取締役会の決議だけで発行を決定できる

11 社債の債権をつくらずに台帳で済ますこともできる

12 社債管理会社を必要とせず、行政への届出もいらない

13 社債購入者にとって、元本割れリスクは少ない

4. 少人数私募債発行のデメリット

1 元本返済不能になった際の保証がない

担保付き社債にするか

信用保証協会の保証をつけるか　（中小企業信用保証保険法の改革により、現段階では要件不確定）

2 会社が莫大な利益を出しても、株式配当や株式譲渡益のようなハイリターンはない。

5. 社債債権者適格基準　（条件）

1 社長及び親族関係者であるか

2 自社株主およびその親族関係者であるか

3 自社役員および従業員であるか

4 得意先もしくはその会社の社長であるか

5 仕入先もしくはその会社の社長であるか

6 社長の友人・知人であるか

7 自社の顧問弁護士など信頼できる立場の人であるか

8 その他、社長もしくは役員が信頼できる人物であるか

6. 社債と株式の違い

	社債
	1 社債権者として会社に対する資金の貸主になる

2 会社の経営に参加する権利はない

3 一定の受取利息と満期・償還時に元金の返済要求権をもつ

4 投機的なハイリスクハイリターン的なものはないが、安定した利殖法

5 万一、会社が倒産した場合には、債権者として株式に優先して会社財産から弁済を受けられる



	株式
	1 株主として出資者・所有者になる

2 株主総会に出席して発言する権利をもち、経営に参加できる

3 会社の利益から配当金を受け取る権利を持つ

4 株式の評価が変動する投機的な面がある

5 万一、会社が倒産した場合には、出資額に応じた範囲内で自己責任を負う
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